
明和町木造住宅耐震改修補助事業補助金交付要綱

平成23年明和町告示第１号

（目的）

第１条 この告示は、地震発生時における木造住宅の倒壊等による災害を防止

するため、耐震改修を実施する者に予算の範囲内で補助金を交付することに

ついて、明和町補助金等に関する規則（昭和56年明和村規則第14号）に定め

るもののほか必要な事項を定め、地震に対する木造住宅の耐震性の向上を図

り、震災に強いまちづくりの推進に資することを目的とする。

（用語の定義）

第２条 この告示において、次に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。

(１) 一般診断 「木造住宅の耐震診断と補強方法」（国土交通省住宅局建

築指導課監修一般財団法人日本建築防災協会発行）に基づく、一般診断

法をいう。

(２) 精密診断 「木造住宅の耐震診断と補強方法」（国土交通省住宅局建

築指導課監修一般財団法人日本建築防災協会発行）に基づく、精密診断

法をいう。

(３) 耐震診断 一般診断又は精密診断をいう。

(４) 耐震補強設計 耐震診断の結果に基づき、上部構造評点（以下「評

点」という。）が1.0未満と診断された木造住宅について、耐震改修工

事を行うことにより「倒壊しない又は一応倒壊しない（評点1.0以上

）」となるように補強する設計をいう。

(５) 耐震改修工事 耐震補強設計に基づき行う工事をいう。

(６) 耐震シェルター等 居室又は居室の一部に設置され、地震により建物

が倒壊しても、居住者の生命を守るための空間を確保できる装置又は寝

ている人の身を落下物等から保護し、生命を守ることができるベット型

の装置で、町長が認めたものをいう。

(７) 耐震シェルター等設置 耐震診断の結果、評点のうち最小の値が1.0

未満と評価された木造住宅に耐震シェルター等を設置することをいう。

(８) 耐震改修工事等 耐震改修工事又は耐震シェルター等設置をいう。

（補助の対象者）

第３条 この要綱による補助金の交付対象となる者は次の全て該当する者とす

る。

(１) 補助対象の住宅を町内に所有している者



(２) 町税等の滞納をしていない者

(３) これまでにこの要綱による補助の交付を受けていない者

（補助対象の住宅）

第４条 対象となる住宅は、次の全てに該当する一戸建て住宅又は併用住宅

（住宅部分の床面積が２分の１以上のもの）とする。

(１) 昭和56年5月31日以前に着工したもの

(２) 在来軸組工法で建築した階数２以下のもの

(３) 耐震診断の結果改修の必要があると診断されたもの

（補助対象の耐震改修工事等）

第５条 この要綱の補助の対象となる耐震改修工事等は、次のすべてに該当す

るものとする。

(１) 耐震補強設計は建築士法（昭和25年法律第202号）第２条に規定する

建築士で次のいずれかに該当する者が行うこと

ア 一般社団法人群馬県建築士事務所協会の木造住宅耐震診断調査資格者

イ 一般社団法人群馬県建築士事務所協会の「木造住宅の耐震診断と補強

方法講習会」受講修了者

ウ 建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規則第５条第１項第１号に

規定する木造耐震診断資格者講習を修了している者

エ 群馬県が実施する木造住宅耐震診断技術者養成講習を修了している者

(２) 耐震改修工事を、邑楽郡又は館林市内に本店、支店、営業所又は事務

所を有する施工業者に発注するもの。

(３) 耐震シェルター等設置に限っては、住宅の１階に設置するものとする。

ただし、２階に設置しても安全上支障がないと証明されたものについて

はこの限りでは無い。

（耐震改修工事等の補助金交付額）

第６条 耐震改修工事等に対する補助額は、当該各号に定める額とする。

(１) 耐震改修工事に対する補助金は、精密診断、耐震補強設計、工事監理

及び耐震改修工事に要する費用の１／２以内とし、100万円を限度とす

る。ただし、その額に1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨

てた額とする。

(２) 耐震シェルター等設置に対する補助額は、耐震シェルター等設置にか

かる費用の１／２以内とし、30万円を限度とする。ただし、その額に

1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。



（補助金の交付申請）

第７条 補助金の交付を受けようとする者は、耐震改修工事等の着手前までに

明和町木造住宅耐震改修等補助事業補助金交付申請書（様式第１号）に、次

項及び第３項に掲げる書類を添えて町長に申請しなければならない。

２ 耐震改修工事を行う場合

(１) 納税証明書

(２) 付近見取図

(３) 耐震改修工事の設計図書

(４) 耐震改修（精密診断、耐震補強設計、工事監理及び耐震改修工事）に

要する費用見積書等の写し

(５) 建築確認済証の写し（耐震改修工事により建築確認が必要な場合に限

る。）

(６) 耐震診断の結果

(７) 耐震補強設計、工事監理を行う者の資格を証明する書類の写し

(８) その他町長が必要と認めた書類

３ 耐震シェルター等設置を行う場合

(１) 納税証明書

(２) 世帯全員の住民票の写し

(３) 耐震シェルター等設置に係る費用の見積書の写し

(４) 耐震診断の結果

(５) 補助対象住宅の平面図

(６) その他町長が必要と認めた書類

（補助金の交付決定）

第８条 町長は、前条の規定による申請があった場合は、その内容を審査し、

補助金の交付の可否を決定し、明和町木造住宅耐震改修等補助事業補助金交

付決定（不交付）通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。

（耐震改修工事の変更又は中止）

第９条 申請者は、前条の規定により交付決定を受けた耐震改修工事等の内容

を変更しようとするときは、明和町木造住宅耐震改修等補助事業補助金交付

決定変更申請書(様式第３号)に、変更する内容を確認することができる書類

を添えて、町長に申請しなければならない。ただし、軽微な変更については、

この限りではない。

２ 町長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、事業

内容の変更の可否を決定し、明和町木造住宅耐震改修等補助事業補助金交付



決定変更承認通知書（様式第４号）により申請者に通知するものとする。

３ 申請者が、交付決定を受けた耐震改修工事等を中止するときは、明和町木

造住宅耐震改修等補助事業中止届（様式第５号）を町長に届け出なければな

らない。

（完了の報告）

第10条 申請者は、耐震改修工事等が完了したときは、速やかに明和町木造住

宅耐震改修等補助事業完了報告書（様式第６号）に、次の各項に掲げる書類

を添えて町長に報告しなければならない。

２ 耐震改修工事を行った場合

(１) 補助金交付決定通知書の写し

(２) 耐震改修内訳書（様式第７号）

(３) 耐震改修（精密診断、耐震補強設計、工事監理及び耐震改修工事(内

訳明細書を含む。))に係る契約書の写し

(４) 耐震改修（精密診断、耐震補強設計、工事監理及び耐震改修工事）に

要した費用の領収書の写し

(５) 工事前、工事中及び工事後の写真

(６) 検査済証の写し（耐震改修工事により建築確認を要した場合に限

る。）

(７) 建築士法(昭和25年法律第202号)第20条第３項に規定する工事監理報

告書の写し

(８) 耐震改修工事後の耐震診断結果の写し(申請時と異なる場合)

(９) その他町長が必要と認めた書類

３ 耐震シェルター等設置を行った場合

(１) 補助金交付決定通知書の写し

(２) 耐震シェルター等設置に要した費用の内訳書

(３) 耐震シェルター等設置に要した費用の領収書の写し

(４) 工事前、工事中及び工事後の写真

(５) 耐震シェルター等設置した箇所が分かる平面図

(６) その他町長が必要と認めた書類

４ 第２項及び第３項の規定による報告書は、耐震改修等の完了の日から起算

して30日を経過した日又は当該会計年度の２月末日までのいずれか早い日ま

でに提出しなければならない。ただし、特別の事情があって町長がやむを得

ないと認めたときは、当該会計年度の３月末日までとすることができる。

（補助金額の確定）



第11条 町長は、前条の規定による提出があったときは、その内容を審査し、

その内容が適正であると認めるときは補助金の額を確定し、速やかに明和町

木造住宅耐震改修等補助事業補助金額確定通知書（様式第８号）により申請

者に通知するものとする。

（補助金の請求）

第12条 申請者は、前条の規定による補助金の額の確定を受けたときは、明和

町木造住宅耐震改修等補助金交付請求書（様式第９号）により、速やかに町

長に補助金の交付を請求するものとする。この場合において、請求した補助

金の代理受領を耐震補強設計を行った技術者が所属する建築士事務所又は耐

震改修工事等を行った建設業者に委任するときは、町長に提出する請求書に

明和町木造住宅耐震改修等補助金の代理受領に係る委任状（様式第10号）

（耐震補強設計及び耐震改修工事を異なる耐震事業者が行う場合にあっては、

それぞれの委任状）及び耐震事業者からの請求書及び領収書を添付する。

（補助金の交付）

第13条 町長は、前条の規定による請求があったときは、当該請求を受理した

日から起算して30日以内に申請者に対して、補助金を交付するものとする。

（補助金の返還）

第14条 町長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、明和町木造

住宅耐震改修等補助金返還請求書（様式第11号）により期限を定めて、申請

者に対し、当該補助金の全部又は一部の返還を求めるものとする。

(１) 虚偽その他不正の行為により耐震改修工事等の交付決定を受けたとき。

(２) 耐震改修工事等の交付決定の内容又はこれに付した条件その他法令等

に違反したとき。

(３) その他町長が耐震改修工事等の交付決定を取消すことが適当と認めた

とき。

（申請者に対する指導及び助言）

第15条 町長は、耐震改修工事等の補助金の交付を受けようとする者に対して、

耐震性の向上が図られるよう、必要な指導及び助言をすることができる。

附 則

この告示は、平成23年１月１日から施行する。

附 則

この告示は、平成24年４月１日から施行する。

附 則

この告示は、平成25年４月１日から施行する。



附 則

この告示は、令和３年４月１日から施行する。


